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一般財団法人 大蔵財務協会

編集部 �０３（３８２９）４１４４

販売部 　０３（３８２９）４１４３

☆８０８４３８６

主 な 記 事

消費税率引下げとインボイス等記載 ２面

後期高齢者医療に金融所得反映 ２面

国税庁が調察部長会議を開催 ３面

幹部に聞く・高橋課税部長 ４面

把握されたプロモーターの例

Ａ税理士法人

（法人税）

・グループ法人税制等を用いて経済実態

を伴わない多額の税務上の損失を作出

するスキームを数十法人に販売。

Ｂ株式会社

（代表者：税理士）

（所得税）

・総合課税と分離課税との税率差を利用

したスキームを数十人に販売。

・過年度の税制改正により対策が講じら

れたが、これをさらに回避するスキー

ムを考案。

※令和８年度税制改正において、さらな

る個別否認規定が措置された。

Ｃ税理士法人

※金融機関

も関与

（消費税）

・ペーパーカンパニーを用いて納税なき

消費税還付を生じさせるスキームに関

与（数十社）。

Ｄ株式会社

（非税理士）

（法人税）

・国内で課税されることなく国外へ所得

を移転するスキームを数十社に販売し

ていた。

・過年度において、税務調査により計算

誤りを把握し、十数件を是正。しかし

ながら、その後も、スキームを修正し

積極的な販売を継続。

Ｅ金融機関

（相続税）

・某金融機関において、顧客の経営する

法人について、組織再編成、資産の取

得等により相続税評価額を圧縮するス

キームについて、具体的な金額を示し

ながら提案し、アドバイザリー報酬等

を得ている事例を把握。

　

政

府

税

制

調

査

会

（

翁

百

合

会

長

）

は

�

日

、

財

務

省

内

で

第

５

回

の

経

済

社

会

の

デ

ジ

タ

ル

化

へ

の

対

応

と

納

税

環

境

整

備

に

関

す

る

専

門

家

会

合

を

開

き

、

こ

れ

ま

で

の

税

制

改

正

等

を

確

認

す

る

と

と

も

に

、

税

務

手

続

や

事

業

者

の

デ

ジ

タ

ル

化

、

租

税

回

避

等

へ

の

対

応

な

ど

に

つ

い

て

議

論

し

た

。

こ

の

う

ち

、

租

税

回

避

等

へ

の

対

応

で

は

、

当

局

か

ら

複

数

の

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

の

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

の

事

例

が

報

告

さ

れ

、

委

員

等

か

ら

も

多

数

の

意

見

が

出

さ

れ

た

ほ

か

、

非

居

住

者

の

給

与

・

役

員

報

酬

に

係

る

源

泉

徴

収

の

課

題

な

ど

が

取

り

上

げ

ら

れ

た

。

　

国

税

庁

が

報

告

し

た

の

は

、

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

に

は

、

特

定

の

「

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

」

に

よ

っ

て

標

準

化

さ

れ

、

多

数

の

納

税

者

に

販

売

・

提

供

さ

れ

て

い

る

も

の

が

あ

る

と

い

う

点

。

汎

用

的

に

利

用

可

能

で

、

か

つ

、

理

論

上

は

制

限

な

く

税

負

担

を

減

ら

し

う

る

・

還

付

金

を

作

出

し

う

る

も

の

も

存

在

す

る

な

ど

、

リ

ス

ク

の

高

い

ス

キ

ー

ム

が

多

数

確

認

さ

れ

て

い

る

と

し

て

い

る

。

把

握

さ

れ

た

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

の

例

は

表

の

と

お

り

。

　

同

庁

で

は

こ

れ

ら

の

動

き

に

対

し

、

個

別

事

案

の

調

査

・

是

正

に

よ

る

対

応

に

取

り

組

む

の

み

な

ら

ず

、

租

税

回

避

に

用

い

ら

れ

た

税

制

上

の

問

題

を

適

時

・

的

確

に

制

度

当

局

に

共

有

す

べ

く

、

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

の

分

析

・

調

査

に

係

る

専

担

部

署

の

設

置

、

全

国

の

国

税

局

・

税

務

署

か

ら

の

ス

キ

ー

ム

情

報

の

集

約

等

に

よ

り

、

実

態

解

明

の

取

組

み

を

強

化

し

て

き

た

が

、

取

組

み

を

進

め

る

中

で

、

探

知

、

税

務

調

査

・

課

税

処

分

、

ス

キ

ー

ム

に

対

す

る

け

ん

制

の

各

局

面

に

お

い

て

課

題

に

直

面

し

て

い

る

と

い

う

。

　

例

え

ば

、

ス

キ

ー

ム

に

対

す

る

け

ん

制

の

場

面

で

は

、

ス

キ

ー

ム

の

拡

大

ス

ピ

ー

ド

と

、

税

務

調

査

に

よ

る

是

正

・

税

制

改

正

等

に

要

す

る

コ

ス

ト

・

時

間

の

非

対

称

性

、

課

税

処

分

を

行

っ

て

も

、

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

が

ス

キ

ー

ム

の

組

成

・

販

売

を

繰

り

返

す

事

例

が

あ

る

こ

と

な

ど

が

指

摘

さ

れ

て

い

る

。

　

委

員

ら

か

ら

は

、

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

の

存

在

は

「

許

し

が

た

い

」

と

の

意

見

が

多

数

出

さ

れ

、

そ

こ

に

関

わ

る

金

融

機

関

も

同

様

と

の

意

見

も

あ

っ

た

。

　

こ

の

点

、

弁

護

士

が

プ

ロ

モ

ー

タ

ー

的

な

こ

と

を

す

れ

ば

直

ち

に

弁

護

士

法

に

よ

る

懲

戒

に

な

る

可

能

性

が

あ

り

、

税

理

士

関

与

の

場

合

は

税

理

士

法

�

条

の

適

用

が

検

討

で

き

な

い

か

と

の

指

摘

も

あ

っ

た

が

、

弁

護

士

法

の

場

合

は

弁

護

士

自

治

の

懲

戒

で

あ

り

、

税

理

士

法

の

場

合

は

財

務

相

に

よ

る

処

分

な

の

で

、

同

様

の

対

応

は

難

し

い

と

の

意

見

も

あ

っ

た

。

　

ま

た

、

非

居

住

者

の

日

本

で

の

勤

務

等

か

ら

生

じ

る

給

与

・

役

員

報

酬

に

つ

い

て

は

、

日

本

に

お

い

て

一

律

�

％

の

源

泉

徴

収

と

さ

れ

て

い

る

が

、

リ

モ

ー

ト

ワ

ー

ク

の

進

展

等

に

よ

り

国

外

や

複

数

拠

点

で

の

勤

務

が

容

易

と

な

っ

た

結

果

、

例

え

ば

高

額

の

役

員

報

酬

に

関

し

て

、

国

内

で

勤

務

し

て

い

る

者

は

最

高

�

％

の

累

進

課

税

、

国

外

で

リ

モ

ー

ト

勤

務

し

て

い

る

者

は

�

％

の

源

泉

徴

収

の

み

と

な

り

、

税

負

担

の

不

均

衡

が

生

じ

て

い

る

。

そ

こ

で

、

源

泉

徴

収

に

よ

っ

て

、

国

内

で

課

税

関

係

を

完

結

さ

せ

る

制

度

の

骨

格

は

維

持

し

つ

つ

、

対

応

を

検

討

す

る

と

の

方

向

性

が

示

さ

れ

た

。

そ

の

際

に

は

、

源

泉

徴

収

義

務

者

の

事

務

負

担

を

踏

ま

え

、

簡

素

な

制

度

設

計

と

す

る

必

要

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

「

令

和

７

年

度

に

お

け

る

オ

ン

ラ

イ

ン

（

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

）

手

続

の

利

用

状

況

等

」

を

公

表

し

た

。

　

各

税

目

の

オ

ン

ラ

イ

ン

利

用

率

は

、

法

人

税

申

告

が

前

年

度

比

２

・

７

㌽

増

の

�

・

８

％

で

、

所

得

税

申

告

は

同

３

・

３

㌽

増

の

�

・

４

％

、

消

費

税

申

告

（

法

人

）

は

２

・

４

㌽

増

の

�

・

６

％

、

消

費

税

申

告

（

個

人

）

は

２

・

２

㌽

増

の

�

・

３

％

、

相

続

税

申

告

は

同

�

・

９

㌽

増

の

�

・

２

％

だ

っ

た

。

　

８

年

度

末

オ

ン

ラ

イ

ン

利

用

率

目

標

を

見

て

み

る

と

、

法

人

税

申

告

は

�

％

、

所

得

税

申

告

は

�

％

、

消

費

税

申

告

（

法

人

）

は

�

％

、

消

費

税

申

告

（

個

人

）

は

�

％

。

伸

び

悩

ん

で

い

た

相

続

税

の

８

年

度

末

目

標

は

�

％

で

、

こ

れ

ま

で

は

目

標

値

と

実

績

値

の

開

差

が

大

き

か

っ

た

が

、

利

用

率

が

大

幅

に

増

え

、

開

差

は

１

・

８

㌽

と

な

っ

た

。

　

ま

た

、

同

庁

が

現

在

、

力

を

入

れ

て

い

る

法

人

税

申

告

の

Ａ

Ｌ

Ｌ

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

利

用

率

（

主

要

な

別

表

に

加

え

、

財

務

諸

表

や

勘

定

科

目

内

訳

明

細

書

等

の

申

告

書

に

添

付

す

べ

き

も

の

と

さ

れ

て

い

る

書

類

が

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

送

信

さ

れ

た

も

の

の

割

合

）

は

、

同

２

・

６

㌽

増

の

�

・

３

％

と

、

８

年

度

末

目

標

の

�

％

に

近

づ

い

て

い

る

。

　

こ

の

ほ

か

、

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

割

合

は

、

同

３

・

６

㌽

増

の

�

・

７

％

で

、

８

年

度

末

の

目

標

は

�

％

と

し

て

い

る

。

　

同

庁

は

、

「

７

年

度

の

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

及

び

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

は

、

前

年

度

に

引

き

続

き

順

調

に

拡

大

し

て

い

る

」

と

し

、

こ

れ

ま

で

の

実

績

を

踏

ま

え

て

一

部

の

８

年

度

末

ま

で

の

目

標

値

を

上

方

修

正

し

て

い

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ � �
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近

年

、

相

次

ぐ

局

地

的

な

豪

雨

が

都

市

部

な

ど

を

襲

い

、

下

水

道

の

排

水

能

力

を

超

え

る

「

内

水

氾

濫

」

が

多

発

し

て

い

る

。

国

土

交

通

省

は

排

水

目

標

の

引

き

上

げ

な

ど

対

策

強

化

の

方

針

案

を

示

し

た

が

、

雨

水

貯

留

管

の

整

備

等

に

は

多

大

な

財

政

負

担

が

伴

う

。

下

水

道

事

業

の

財

源

は

主

に

税

金

や

使

用

料

で

あ

り

、

イ

ン

フ

ラ

投

資

は

不

可

欠

な

一

方

、

住

民

負

担

の

拡

大

を

意

味

す

る

★

こ

う

し

た

中

、

法

改

正

に

よ

り

自

治

体

が

採

算

性

を

踏

ま

え

て

下

水

道

事

業

を

縮

小

・

転

換

で

き

る

よ

う

に

な

っ

た

。

人

口

減

少

下

で

全

て

の

イ

ン

フ

ラ

を

現

状

維

持

す

る

の

は

困

難

で

あ

り

、

各

地

の

実

情

に

応

じ

た

議

論

を

進

め

る

べ

き

だ

ろ

う

★

限

ら

れ

た

財

源

の

中

で

ど

の

地

域

に

対

策

を

優

先

す

べ

き

か

。

単

に

基

準

を

引

き

上

げ

る

だ

け

で

な

く

、

税

金

の

使

途

や

安

全

確

保

の

方

策

を

含

め

、

持

続

可

能

な

街

づ

く

り

に

向

け

た

慎

重

な

議

論

が

求

め

ら

れ

る

。

（

Ｍ

）

　

政

府

が

９

月

�

日

に

「

飲

食

料

品

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

及

び

就

業

者

負

担

軽

減

支

援

金

の

導

入

に

関

す

る

大

綱

」

を

閣

議

決

定

し

た

こ

と

を

受

け

て

、

国

税

庁

は

飲

食

料

品

に

係

る

２

年

間

の

消

費

税

率

引

下

げ

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

を

公

表

し

た

（

９

月

�

日

号

１

面

参

照

）

。

同

Ｑ

＆

Ａ

に

は

、

そ

の

後

、

政

府

が

国

会

に

提

出

し

た

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

等

に

関

す

る

法

案

に

盛

り

込

ま

れ

て

い

る

特

例

等

の

内

容

の

ほ

か

、

税

率

１

％

の

対

象

取

引

に

係

る

適

格

請

求

書

（

イ

ン

ボ

イ

ス

）

や

帳

簿

へ

の

記

載

事

項

な

ど

に

つ

い

て

説

明

が

あ

る

。

こ

こ

で

は

Ｑ

＆

Ａ

を

も

と

に

、

消

費

税

率

の

引

下

げ

に

伴

っ

て

イ

ン

ボ

イ

ス

等

の

記

載

内

容

に

ど

の

よ

う

な

変

更

が

あ

る

か

を

確

認

し

て

い

き

た

い

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

消

費

税

の

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

特

設

サ

イ

ト

に

お

い

て

、

登

録

申

請

書

の

処

理

状

況

及

び

登

録

日

か

ら

実

際

に

通

知

を

受

け

ら

れ

る

期

間

ま

で

に

取

引

を

行

わ

れ

る

場

合

の

対

応

を

公

表

し

た

。

　

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

の

登

録

申

請

書

に

係

る

通

知

及

び

イ

ン

ボ

イ

ス

公

表

サ

イ

ト

へ

の

公

表

に

時

間

を

要

し

て

い

る

と

し

て

お

り

、

同

日

時

点

に

お

け

る

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

の

登

録

通

知

ま

で

の

期

間

の

目

安

は

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

に

よ

る

提

出

の

場

合

は

約

２

カ

月

、

書

面

に

よ

る

提

出

は

約

２

・

５

カ

月

と

な

っ

て

い

る

。

従

前

公

表

さ

れ

て

い

た

目

安

と

比

べ

る

と

、

お

お

む

ね

１

カ

月

程

度

長

く

な

っ

て

い

る

。

　

登

録

日

か

ら

実

際

に

通

知

を

受

け

ら

れ

る

期

間

ま

で

に

取

引

を

行

わ

れ

る

場

合

の

対

応

と

し

て

は

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

の

問

�

（

登

録

日

か

ら

登

録

の

通

知

を

受

け

る

ま

で

の

間

の

取

扱

い

）

、

問

�

（

小

売

店

を

経

営

す

る

新

設

法

人

に

お

け

る

登

録

の

通

知

を

受

け

る

ま

で

の

間

の

適

格

簡

易

請

求

書

の

交

付

方

法

）

を

案

内

し

て

い

る

。

　

厚

生

労

働

省

は

�

日

、

後

期

高

齢

者

医

療

制

度

で

上

場

株

式

の

配

当

等

の

金

融

所

得

を

保

険

料

の

算

定

や

窓

口

負

担

割

合

等

に

反

映

さ

せ

る

仕

組

み

を

令

和

�

年

１

月

ま

で

に

整

備

し

、

同

年

８

月

か

ら

反

映

さ

せ

る

案

を

社

会

保

障

審

議

会

医

療

保

険

部

会

で

提

示

し

た

。

同

反

映

に

向

け

た

法

的

根

拠

を

盛

り

込

ん

だ

改

正

健

康

保

険

法

が

今

年

５

月

�

日

に

成

立

、

６

月

５

日

に

公

布

さ

れ

た

が

、

同

改

正

法

で

は

当

該

改

正

部

分

を

公

布

後

５

年

以

内

に

施

行

す

る

と

し

て

い

た

。

こ

の

施

行

日

を

�

年

１

月

と

す

る

。

　

現

在

、

金

融

所

得

の

う

ち

上

場

株

式

の

配

当

等

は

、

確

定

申

告

の

有

無

に

よ

り

医

療

制

度

の

保

険

料

や

窓

口

負

担

等

が

変

わ

る

仕

組

み

と

な

っ

て

お

り

、

不

公

平

だ

と

し

て

是

正

が

必

要

と

の

声

が

あ

っ

た

。

改

正

健

康

保

険

法

で

は

、

後

期

高

齢

者

医

療

制

度

に

お

い

て

金

融

機

関

等

に

所

得

税

法

な

ど

の

規

定

に

よ

り

税

務

署

長

に

提

出

が

義

務

付

け

ら

れ

て

い

る

報

告

書

等

（

法

定

調

書

）

を

、

保

険

者

（

後

期

高

齢

者

医

療

広

域

連

合

）

に

オ

ン

ラ

イ

ン

提

出

す

る

義

務

を

課

す

こ

と

等

に

よ

り

、

上

場

株

式

の

配

当

等

の

金

融

所

得

を

保

険

料

の

算

定

や

窓

口

負

担

割

合

等

の

判

定

に

公

平

に

反

映

す

る

こ

と

と

し

て

い

る

。

　

会

議

の

資

料

に

よ

る

と

、

反

映

を

予

定

す

る

時

期

は

法

定

調

書

の

提

出

時

期

に

よ

っ

て

異

な

り

、

①

特

定

口

座

年

間

取

引

報

告

書

や

利

子

等

の

支

払

調

書

な

ど

提

出

期

限

が

翌

年

１

月

末

と

な

っ

て

い

る

も

の

は

、

�

年

１

月

末

に

提

出

さ

れ

る

�

年

分

の

年

単

位

の

金

融

所

得

の

内

容

が

�

年

８

月

か

ら

の

保

険

料

・

窓

口

負

担

に

反

映

さ

れ

る

。

他

方

、

②

配

当

、

剰

余

金

の

分

配

、

金

銭

の

分

配

及

び

基

金

利

息

の

支

払

調

書

や

オ

ー

プ

ン

型

証

券

投

資

信

託

収

益

の

分

配

の

支

払

調

書

な

ど

提

出

期

限

が

１

カ

月

以

内

と

さ

れ

て

い

る

も

の

は

、

�

年

２

月

か

ら

�

年

１

月

末

ま

で

に

提

出

さ

れ

る

�

年

分

の

金

融

所

得

の

内

容

が

�

年

８

月

か

ら

保

険

料

・

窓

口

負

担

に

反

映

さ

れ

る

。

　

こ

れ

に

よ

り

、

�

年

８

月

以

降

は

す

べ

て

の

法

定

調

書

の

金

融

所

得

が

反

映

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

　

な

お

、

今

回

の

法

改

正

で

は

、

後

期

高

齢

者

医

療

制

度

の

み

が

対

象

と

な

っ

て

お

り

、

同

様

に

金

融

所

得

の

確

定

申

告

の

有

無

に

よ

っ

て

負

担

等

が

変

わ

る

仕

組

み

と

な

っ

て

い

る

国

民

健

康

保

険

制

度

や

介

護

保

険

制

度

等

は

対

象

外

と

な

っ

て

い

る

。

　

Ｑ

＆

Ａ

は

国

会

で

審

議

中

の

法

案

が

、

可

決

・

成

立

す

る

こ

と

を

前

提

に

作

成

さ

れ

て

お

り

、

本

記

事

で

も

法

案

成

立

を

前

提

と

す

る

。

　

そ

の

上

で

、

令

和

９

年

４

月

１

日

か

ら

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

が

引

き

下

げ

ら

れ

る

と

、

飲

食

料

品

の

譲

渡

を

行

っ

た

場

合

、

イ

ン

ボ

イ

ス

や

仕

入

明

細

書

等

に

記

載

す

る

適

用

税

率

が

１

％

と

な

り

、

消

費

税

額

等

の

金

額

は

１

％

で

計

算

し

た

金

額

と

な

る

。

　

た

だ

、

そ

れ

以

外

の

イ

ン

ボ

イ

ス

や

帳

簿

に

係

る

記

載

事

項

に

変

更

は

な

い

。

税

率

１

％

の

適

用

対

象

で

あ

る

飲

食

料

品

は

軽

減

税

率

の

適

用

対

象

で

あ

る

た

め

、

飲

食

料

品

の

譲

渡

を

行

っ

た

場

合

、

「

軽

減

税

率

の

対

象

品

目

で

あ

る

旨

」

を

記

載

す

れ

ば

、

こ

れ

に

代

え

て

、

「

税

率

１

％

の

対

象

品

目

で

あ

る

旨

」

を

新

た

に

記

載

す

る

必

要

は

な

い

と

い

う

。

　

次

に

、

消

費

税

率

の

引

下

げ

日

を

ま

た

ぐ

取

引

の

請

求

と

な

り

、

税

率

８

％

と

税

率

１

％

の

飲

食

料

品

が

混

在

す

る

イ

ン

ボ

イ

ス

の

記

載

は

ど

う

な

る

か

。

　

Ｑ

＆

Ａ

で

は

、

飲

食

料

品

の

卸

売

業

を

営

ん

で

お

り

、

毎

月

�

日

締

め

で

取

引

先

に

請

求

を

行

っ

て

い

る

場

合

が

示

さ

れ

て

い

る

。

９

年

４

月

分

の

請

求

書

（

３

月

�

日

～

４

月

�

日

）

に

は

、

３

月

ま

で

の

税

率

８

％

と

４

月

以

後

の

税

率

１

％

の

対

象

商

品

が

混

在

す

る

こ

と

と

な

る

。

　

こ

の

よ

う

な

場

合

の

イ

ン

ボ

イ

ス

の

記

載

に

つ

い

て

は

、

例

え

ば

、

①

９

年

３

月

ま

で

の

取

引

と

４

月

以

後

の

取

引

に

つ

い

て

、

請

求

書

を

分

け

て

発

行

す

る

、

②

同

一

請

求

書

内

で

、

９

年

３

月

ま

で

の

取

引

と

４

月

以

後

の

取

引

を

区

分

し

て

発

行

す

る

―

―

の

よ

う

に

請

求

書

を

作

成

す

る

こ

と

が

考

え

ら

れ

る

と

し

て

い

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

国

税

庁

は

�

月

６

、

７

日

の

両

日

、

東

京

・

千

代

田

区

霞

が

関

の

同

庁

会

議

室

で

全

国

国

税

局

調

査

査

察

部

長

会

議

を

行

っ

た

。

調

査

課

関

係

で

は

、

ま

ず

、

リ

ス

ク

・

ベ

ー

ス

・

ア

プ

ロ

ー

チ

の

基

本

方

針

の

も

と

、

調

査

課

の

使

命

・

役

割

を

踏

ま

え

た

事

務

運

営

の

推

進

に

向

け

て

取

り

組

ん

で

い

る

「

重

点

分

野

（

租

税

回

避

行

為

、

海

外

へ

の

所

得

移

転

、

不

正

計

算

、

消

費

税

）

へ

の

対

応

」

、

「

調

査

企

画

の

充

実

に

向

け

た

取

組

み

」

及

び

「

税

務

行

政

を

取

り

巻

く

環

境

変

化

へ

の

対

応

と

体

制

整

備

」

に

係

る

令

和

７

事

務

年

度

の

取

組

状

況

と

、

８

事

務

年

度

の

取

組

方

針

（

８

年

６

月

８

日

号

３

面

参

照

）

に

つ

い

て

同

庁

が

説

明

。

各

局

に

お

け

る

７

事

務

年

度

の

重

点

分

野

へ

の

取

組

み

等

に

対

す

る

評

価

と

、

こ

れ

を

踏

ま

え

た

８

事

務

年

度

の

取

組

方

針

に

つ

い

て

意

見

交

換

を

行

っ

た

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

９

月

�

日

に

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

マ

イ

ペ

ー

ジ

の

贈

与

税

関

係

情

報

に

追

加

し

た

、

①

更

正

・

決

定

の

通

知

情

報

、

②

相

続

時

精

算

課

税

適

用

状

況

、

③

書

面

申

告

提

出

状

況

に

つ

い

て

、

�

月

�

日

に

マ

イ

ペ

ー

ジ

に

反

映

す

る

予

定

だ

っ

た

が

、

当

分

の

間

、

サ

ー

ビ

ス

の

提

供

を

見

合

わ

せ

る

と

し

た

。

こ

の

期

間

は

、

引

き

続

き

、

申

告

書

等

閲

覧

サ

ー

ビ

ス

を

利

用

し

て

く

だ

さ

い

と

し

て

い

る

。

　

令

和

７

年

１

月

に

追

加

さ

れ

た

申

告

書

表

示

で

は

、

書

面

申

告

に

つ

い

て

は

８

年

分

か

ら

表

示

予

定

だ

っ

た

が

、

当

分

の

間

、

サ

ー

ビ

ス

の

提

供

を

見

合

わ

せ

る

と

し

た

。

　

今

回

の

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

マ

イ

ペ

ー

ジ

で

の

贈

与

税

関

係

情

報

の

追

加

で

は

、

同

庁

が

２

日

に

、

本

人

以

外

の

贈

与

税

申

告

情

報

が

閲

覧

で

き

た

事

象

を

公

表

（

�

月

�

日

号

２

面

参

照

）

。

同

庁

は

、

事

象

の

発

覚

後

、

シ

ス

テ

ム

改

修

を

実

施

し

て

不

具

合

を

解

消

し

、

利

用

可

能

に

な

っ

て

い

る

と

し

て

い

た

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

年

末

調

整

手

続

の

電

子

化

及

び

年

調

ソ

フ

ト

等

に

関

す

る

よ

く

あ

る

質

問

（

Ｆ

Ａ

Ｑ

）

を

改

訂

し

た

。

年

調

ソ

フ

ト

の

機

能

や

利

用

環

境

な

ど

に

関

す

る

改

訂

が

中

心

と

な

っ

て

い

る

。

　

な

お

、

令

和

９

年

度

の

年

調

ソ

フ

ト

に

つ

い

て

は

、

パ

ソ

コ

ン

版

の

公

開

は

行

わ

ず

、

ス

マ

ー

ト

フ

ォ

ン

版

の

み

を

公

開

す

る

予

定

と

し

て

い

る

。

パ

ソ

コ

ン

版

の

年

調

ソ

フ

ト

の

利

用

に

比

し

て

、

ス

マ

ホ

版

の

年

調

ソ

フ

ト

の

利

用

が

増

え

て

い

る

こ

と

な

ど

が

理

由

と

し

て

い

る

。

　

パ

ソ

コ

ン

版

の

デ

ー

タ

の

移

行

に

つ

い

て

は

、

パ

ソ

コ

ン

版

の

年

調

ソ

フ

ト

で

出

力

し

た

申

告

書

デ

ー

タ

は

、

ス

マ

ホ

版

の

年

調

ソ

フ

ト

で

取

り

込

む

こ

と

に

よ

り

移

行

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

し

て

る

。

　

日

本

税

理

士

会

連

合

会

（

太

田

直

樹

会

長

）

、

近

畿

税

理

士

会

（

石

原

健

次

会

長

）

お

よ

び

北

陸

税

理

士

会

（

瀬

戸

順

一

会

長

）

は

�

日

、

神

戸

市

の

Ａ

Ｎ

Ａ

ク

ラ

ウ

ン

プ

ラ

ザ

ホ

テ

ル

神

戸

で

、

第

�

回

日

税

連

公

開

研

究

討

論

会

を

開

催

し

た

。

　

日

税

連

の

太

田

会

長

は

あ

い

さ

つ

の

中

で

、

「

日

税

連

で

は

、

こ

の

討

論

会

を

学

術

研

究

に

関

す

る

重

要

な

事

業

と

し

て

位

置

付

け

て

お

り

ま

す

。

業

界

内

外

か

ら

も

高

い

評

価

を

得

て

お

り

、

研

究

水

準

の

高

さ

が

認

め

ら

れ

た

と

い

う

ふ

う

に

認

識

し

て

い

る

と

こ

ろ

で

あ

り

ま

す

」

な

ど

と

述

べ

た

＝

写

真

。

　

当

日

は

、

全

国

か

ら

税

理

士

や

岩

元

達

弘

大

阪

国

税

局

長

、

齋

藤

元

彦

兵

庫

県

知

事

ら

多

数

の

来

賓

約

１

２

０

０

人

が

参

加

し

た

ほ

か

、

ラ

イ

ブ

配

信

も

同

時

に

実

施

さ

れ

た

。

第

１

部

で

は

北

陸

会

が

「

税

理

士

の

持

続

可

能

性

と

地

方

創

生

―

創

業

と

事

業

承

継

を

中

心

に

」

、

第

２

部

で

は

近

畿

会

が

「

わ

れ

わ

れ

は

租

税

回

避

と

ど

う

向

き

合

う

べ

き

か

」

を

テ

ー

マ

に

そ

れ

ぞ

れ

発

表

、

討

論

が

行

わ

れ

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

各

局

が

実

施

す

る

「

組

織

内

波

及

指

標

」

の

充

実

に

向

け

た

取

組

み

や

、

税

務

に

関

す

る

コ

ー

ポ

レ

ー

ト

ガ

バ

ナ

ン

ス

等

に

関

す

る

取

組

み

の

う

ち

、

有

効

と

認

め

ら

れ

る

取

組

み

に

つ

い

て

意

見

を

交

換

し

た

。

同

庁

は

、

組

織

内

波

及

指

標

の

充

実

を

図

る

こ

と

で

、

業

界

の

け

ん

引

役

と

し

て

影

響

力

が

大

き

い

大

規

模

法

人

を

所

管

す

る

調

査

課

が

培

っ

た

知

見

を

、

組

織

全

体

に

還

元

し

、

他

部

署

と

調

査

ノ

ウ

ハ

ウ

の

共

有

を

進

め

て

い

く

方

針

だ

。

　

ま

た

、

「

調

査

課

所

管

法

人

に

係

る

現

状

と

課

題

」

「

国

際

課

税

に

お

け

る

課

題

へ

の

対

応

」

な

ど

に

つ

い

て

議

論

。

「

調

査

課

所

管

法

人

に

係

る

現

状

と

課

題

」

で

は

、

資

本

金

１

億

円

以

上

の

法

人

や

外

国

法

人

な

ど

を

所

管

し

、

波

及

効

果

が

大

き

く

複

雑

困

難

な

事

案

の

調

査

を

行

う

調

査

課

の

役

割

を

果

た

す

上

で

、

今

後

ど

の

よ

う

な

所

管

の

あ

り

方

が

適

切

か

、

所

管

す

べ

き

法

人

の

あ

り

方

等

に

つ

い

て

意

見

を

交

換

。

「

国

際

課

税

に

お

け

る

課

題

へ

の

対

応

」

で

は

、

各

対

象

会

計

年

度

の

国

際

最

低

課

税

額

に

対

す

る

法

人

税

に

係

る

初

回

申

告

期

限

を

踏

ま

え

た

各

局

の

対

応

状

況

と

今

後

の

方

針

に

つ

い

て

、

ま

た

、

税

務

リ

ス

ク

に

応

じ

た

今

後

の

移

転

価

格

課

税

の

あ

り

方

に

つ

い

て

意

見

交

換

を

行

っ

た

。

　

他

方

、

査

察

課

関

係

は

、

将

来

に

わ

た

っ

て

査

察

の

パ

フ

ォ

ー

マ

ン

ス

を

維

持

・

向

上

さ

せ

る

た

め

の

取

組

み

と

し

て

、

「

環

境

変

化

に

応

じ

た

査

察

事

務

に

お

け

る

デ

ジ

タ

ル

化

の

取

組

推

進

」

「

国

際

化

へ

の

対

応

」

「

特

別

国

税

査

察

官

の

効

果

的

な

運

用

に

つ

い

て

」

な

ど

を

議

論

し

た

。

「

環

境

変

化

に

応

じ

た

査

察

事

務

に

お

け

る

デ

ジ

タ

ル

化

の

取

組

推

進

」

で

は

、

Ｇ

Ｓ

Ｓ

や

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

の

導

入

の

ほ

か

、

９

年

�

月

１

日

か

ら

犯

則

調

査

手

続

の

デ

ジ

タ

ル

化

が

施

行

さ

れ

る

こ

と

か

ら

、

こ

う

し

た

環

境

変

化

で

査

察

事

務

で

の

デ

ジ

タ

ル

化

を

ど

の

よ

う

に

推

進

し

て

い

く

か

意

見

を

交

換

し

た

。

「

国

際

化

へ

の

対

応

」

で

は

、

租

税

条

約

等

に

基

づ

く

情

報

交

換

制

度

等

を

活

用

し

て

積

極

的

に

取

り

組

む

こ

と

と

し

て

い

る

と

こ

ろ

、

査

察

に

お

け

る

国

際

化

へ

の

対

応

に

つ

い

て

、

同

庁

が

説

明

し

た

。

「

特

別

国

税

査

察

官

の

効

果

的

な

運

用

に

つ

い

て

」

で

は

、

査

察

を

取

り

巻

く

環

境

変

化

に

応

じ

た

今

後

の

特

別

国

税

査

察

官

（

特

査

官

）

の

事

務

運

営

に

つ

い

て

意

見

交

換

を

行

っ

た

。

　

特

査

官

は

、

沖

縄

国

税

事

務

所

以

外

の

�

局

に

配

置

。

財

務

省

組

織

規

則

第

５

１

５

条

（

特

別

国

税

査

察

官

の

職

務

）

で

、

「

命

を

受

け

て

、

国

税

局

長

が

必

要

が

あ

る

と

認

め

た

特

に

重

要

な

事

項

に

係

る

次

条

第

一

項

各

号

に

掲

げ

る

事

務

を

分

掌

す

る

」

と

職

務

が

規

定

さ

れ

て

お

り

、

主

に

、

査

察

事

案

を

組

成

す

る

情

報

事

務

や

税

務

署

を

回

り

事

案

の

掘

り

起

こ

し

、

調

査

手

法

の

ノ

ウ

ハ

ウ

の

共

有

な

ど

を

行

っ

て

い

る

。

査

察

の

現

場

も

デ

ジ

タ

ル

化

が

進

み

環

境

が

大

き

く

変

化

し

て

い

る

中

で

、

各

局

の

実

情

に

合

わ

せ

た

特

査

官

職

務

の

拡

充

に

つ

い

て

検

討

し

た

。

　

中

小

企

業

庁

は

、

事

業

再

生

局

面

に

あ

る

中

小

企

業

に

対

し

、

ス

ポ

ン

サ

ー

に

よ

る

事

業

の

存

続

と

成

長

を

図

る

「

再

生

Ｍ

＆

Ａ

」

に

係

る

環

境

整

備

と

支

援

機

関

等

の

体

制

強

化

を

目

的

に

「

中

小

企

業

に

お

け

る

再

生

Ｍ

＆

Ａ

促

進

に

向

け

た

検

討

会

」

を

設

置

し

た

。

中

小

Ｍ

＆

Ａ

の

改

革

お

よ

び

中

小

企

業

の

事

業

再

生

支

援

の

あ

り

方

を

検

討

す

る

各

検

討

会

で

、

中

小

企

業

の

再

生

Ｍ

＆

Ａ

促

進

に

関

す

る

重

要

性

が

指

摘

さ

れ

た

こ

と

を

踏

ま

え

た

も

の

。

来

年

２

月

ま

で

に

計

５

回

の

開

催

を

予

定

し

て

い

る

。

　

こ

の

う

ち

、

９

月

�

日

に

開

催

さ

れ

た

第

１

回

の

会

議

資

料

と

議

事

要

旨

が

�

月

�

日

に

公

表

さ

れ

た

。

中

企

庁

が

会

議

に

提

示

し

た

資

料

で

は

、

再

生

Ｍ

＆

Ａ

を

「

金

融

支

援

を

伴

う

第

三

者

（

財

務

ス

ポ

ン

サ

ー

・

事

業

ス

ポ

ン

サ

ー

い

ず

れ

も

含

む

）

へ

の

経

営

資

源

の

譲

渡

・

集

約

」

と

定

義

。

そ

の

上

で

、

財

務

ス

ポ

ン

サ

ー

型

の

再

生

Ｍ

＆

Ａ

は

窮

境

状

態

に

あ

る

も

の

の

、

相

応

の

収

益

力

が

見

込

ま

れ

る

先

に

対

し

、

再

生

フ

ァ

ン

ド

等

が

財

務

改

善

等

の

た

め

の

投

資

と

再

生

支

援

を

実

施

す

る

形

態

、

事

業

ス

ポ

ン

サ

ー

型

の

再

生

Ｍ

＆

Ａ

は

第

三

者

の

事

業

会

社

が

、

事

業

シ

ナ

ジ

ー

や

取

引

商

流

の

維

持

等

を

目

的

と

し

て

事

業

を

引

き

継

ぐ

形

態

と

位

置

付

け

て

い

る

。

　

第

２

回

以

降

の

会

議

で

は

、

再

生

Ｍ

＆

Ａ

促

進

に

向

け

た

課

題

を

議

論

し

た

後

、

再

生

Ｍ

＆

Ａ

支

援

事

業

者

へ

の

ヒ

ア

リ

ン

グ

お

よ

び

ア

ン

ケ

ー

ト

結

果

報

告

に

基

づ

き

、

各

関

係

機

関

・

支

援

者

の

共

通

理

解

の

醸

成

に

向

け

た

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

の

策

定

や

再

生

Ｍ

＆

Ａ

に

係

る

事

業

者

登

録

制

度

に

つ

い

て

検

討

す

る

方

針

が

示

さ

れ

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



国税庁

の幹部

に聞く

課税部長

高橋　俊一

　

た

か

は

し

・

し

ゅ

ん

い

ち

　

平

成

５

年

現

財

務

省

入

省

。

�

年

国

税

庁

長

官

官

房

企

画

課

課

長

補

佐

。

�

年

国

税

庁

長

官

官

房

総

務

課

課

長

補

佐

。

�

年

東

京

国

税

局

査

察

部

長

。

�

年

大

臣

官

房

企

画

官

兼

主

税

局

税

制

第

三

課

。

�

年

主

計

局

主

計

官

。

令

和

２

年

国

税

庁

長

官

官

房

人

事

課

長

。

４

年

福

岡

国

税

局

長

。

６

年

７

月

か

ら

現

職

。

　

経

済

・

社

会

情

勢

が

大

き

く

変

化

し

て

い

く

中

、

税

務

行

政

は

ど

の

よ

う

に

対

応

し

て

い

く

の

か

。

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

の

導

入

や

Ａ

Ｉ

の

普

及

で

、

今

後

の

事

務

運

営

や

調

査

手

法

は

ど

う

変

わ

る

の

か

。

本

紙

で

は

今

週

以

降

、

国

税

庁

の

幹

部

に

話

を

聞

く

。

第

１

回

は

、

高

橋

俊

一

課

税

部

長

に

今

後

の

事

務

運

営

方

針

な

ど

に

つ

い

て

話

を

聞

い

た

。

次

週

以

降

、

山

下

和

博

徴

収

部

長

、

河

邑

忠

昭

調

査

査

察

部

長

、

武

田

一

彦

審

議

官

（

国

際

担

当

）

、

藤

﨑

雄

二

郎

審

議

官

（

酒

税

等

担

当

）

の

話

を

掲

載

す

る

。

　

―

―

今

事

務

年

度

の

基

本

方

針

に

つ

い

て

お

聞

か

せ

く

だ

さ

い

。

　

国

税

庁

に

お

い

て

は

、

経

済

活

動

の

グ

ロ

ー

バ

ル

化

・

デ

ジ

タ

ル

化

の

飛

躍

的

な

進

展

な

ど

、

税

務

行

政

を

取

り

巻

く

環

境

が

大

き

く

変

化

す

る

中

に

あ

っ

て

も

、

納

税

者

の

自

発

的

な

納

税

義

務

の

履

行

を

適

正

か

つ

円

滑

に

実

現

す

る

と

い

う

国

税

庁

の

使

命

を

着

実

に

果

た

し

て

い

く

必

要

が

あ

り

ま

す

。

そ

の

た

め

に

は

、

限

ら

れ

た

事

務

量

を

よ

り

効

果

的

か

つ

効

率

的

に

活

用

し

、

適

正

・

公

平

な

税

務

行

政

を

一

層

推

進

す

る

と

と

も

に

、

将

来

の

経

済

社

会

の

変

化

を

見

据

え

な

が

ら

、

果

断

か

つ

着

実

に

業

務

改

革

を

進

め

、

組

織

を

絶

え

ず

進

化

さ

せ

て

い

か

な

け

れ

ば

な

り

ま

せ

ん

。

　

こ

う

し

た

考

え

の

下

、

課

税

部

に

お

い

て

は

、

Ｇ

Ｓ

Ｓ

や

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

へ

の

移

行

を

契

機

と

し

て

、

事

務

の

効

率

化

を

図

る

と

と

も

に

、

デ

ジ

タ

ル

技

術

等

を

活

用

し

た

調

査

事

務

の

高

度

化

を

推

進

す

る

な

ど

、

調

査

事

務

の

更

な

る

効

率

化

・

最

適

化

に

取

り

組

ん

で

ま

い

り

ま

す

。

　

ま

た

、

「

税

務

行

政

の

デ

ジ

タ

ル

・

ト

ラ

ン

ス

フ

ォ

ー

メ

ー

シ

ョ

ン

―

税

務

行

政

の

将

来

像

２

０

２

３

―

」

（

令

和

５

年

６

月

公

表

）

に

沿

っ

て

、

①

納

税

者

の

利

便

性

の

向

上

、

②

課

税

の

効

率

化

・

高

度

化

等

、

③

事

業

者

の

デ

ジ

タ

ル

化

促

進

を

柱

と

し

て

、

税

務

行

政

の

デ

ジ

タ

ル

・

ト

ラ

ン

ス

フ

ォ

ー

メ

ー

シ

ョ

ン

を

推

進

し

て

ま

い

り

ま

す

。

　

さ

ら

に

、

デ

ジ

タ

ル

技

術

も

活

用

し

つ

つ

、

こ

れ

ま

で

の

事

務

運

営

も

聖

域

な

く

見

直

し

を

進

め

る

こ

と

で

、

よ

り

効

率

的

・

効

果

的

な

運

営

の

実

現

に

向

け

て

取

り

組

み

、

税

務

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

の

更

な

る

確

保

・

向

上

に

つ

な

げ

て

い

く

こ

と

と

し

て

い

ま

す

　

今

事

務

年

度

に

お

い

て

も

、

税

務

行

政

を

取

り

巻

く

環

境

の

変

化

に

的

確

に

対

応

し

な

が

ら

、

効

果

的

・

効

率

的

な

事

務

運

営

を

着

実

に

推

進

し

、

適

正

・

公

平

な

課

税

の

実

現

に

努

め

て

ま

い

り

ま

す

。

　

―

―

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

の

導

入

に

つ

い

て

お

聞

か

せ

く

だ

さ

い

。

　

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

の

導

入

に

つ

い

て

説

明

さ

せ

て

い

た

だ

き

ま

す

が

、

こ

れ

ま

で

書

面

を

中

心

と

し

て

行

わ

れ

て

い

た

課

税

部

門

の

事

務

処

理

に

つ

い

て

は

、

Ａ

Ｉ

―

Ｏ

Ｃ

Ｒ

の

活

用

を

含

む

デ

ー

タ

中

心

の

事

務

処

理

を

実

現

す

る

仕

組

み

が

整

備

さ

れ

る

こ

と

で

、

課

税

事

務

の

効

率

化

・

高

度

化

が

期

待

さ

れ

て

い

ま

す

。

　

ま

た

、

税

目

別

・

事

務

系

統

別

に

管

理

さ

れ

て

い

た

デ

ー

タ

ベ

ー

ス

や

ア

プ

リ

ケ

ー

シ

ョ

ン

が

統

合

さ

れ

る

こ

と

に

よ

り

、

所

得

税

、

法

人

税

等

の

情

報

を

横

断

的

に

活

用

で

き

る

環

境

が

整

備

さ

れ

ま

す

。

こ

れ

に

よ

り

、

必

要

な

情

報

を

総

合

的

に

把

握

し

な

が

ら

事

務

を

進

め

る

こ

と

が

可

能

と

な

り

、

課

税

上

の

課

題

の

把

握

や

適

正

な

課

税

に

向

け

た

検

討

を

よ

り

効

果

的

に

行

う

こ

と

が

で

き

る

よ

う

に

な

り

ま

す

。

　

こ

う

し

た

こ

と

か

ら

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

の

導

入

は

、

単

な

る

シ

ス

テ

ム

更

新

で

は

な

く

、

課

税

部

門

に

お

け

る

業

務

の

進

め

方

そ

の

も

の

を

デ

ー

タ

活

用

型

へ

転

換

し

、

組

織

と

し

て

の

パ

フ

ォ

ー

マ

ン

ス

向

上

に

つ

な

が

る

も

の

と

考

え

ら

れ

ま

す

。

　

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

の

導

入

に

際

し

て

は

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

も

含

め

、

納

税

者

の

皆

様

に

ご

不

便

を

お

か

け

し

た

部

分

も

あ

り

ま

す

が

、

今

後

と

も

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

や

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

安

定

し

た

運

用

に

努

め

る

と

と

も

に

、

よ

り

適

正

か

つ

円

滑

な

税

務

行

政

の

実

現

に

向

け

て

取

り

組

ん

で

ま

い

り

ま

す

。

　

―

―

Ａ

Ｉ

の

活

用

と

今

後

の

取

組

み

に

つ

い

て

お

聞

か

せ

く

だ

さ

い

。

　

国

税

庁

に

お

い

て

は

、

限

ら

れ

た

予

算

・

人

員

の

中

で

効

果

的

・

効

率

的

に

納

税

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

を

確

保

し

て

い

く

た

め

、

調

査

必

要

度

に

応

じ

た

最

適

な

接

触

方

法

を

選

択

し

、

調

査

必

要

度

の

高

い

納

税

者

に

重

点

的

に

対

応

す

る

事

務

運

営

を

推

進

し

て

い

ま

す

。

　

こ

う

し

た

方

針

の

下

、

Ａ

Ｉ

や

デ

ー

タ

分

析

を

最

大

限

に

活

用

し

、

申

告

漏

れ

の

把

握

や

調

査

の

効

率

化

・

高

度

化

に

取

り

組

ん

で

い

ま

す

。

　

具

体

的

に

は

、

国

税

庁

が

保

有

す

る

過

去

の

税

務

調

査

の

事

績

や

申

告

・

決

算

情

報

、

法

定

調

書

な

ど

の

デ

ー

タ

を

使

用

し

、

申

告

漏

れ

の

リ

ス

ク

を

ス

コ

ア

化

す

る

予

測

モ

デ

ル

を

構

築

し

て

い

ま

す

。

　

職

員

は

、

こ

う

し

た

予

測

モ

デ

ル

の

判

定

結

果

と

各

種

保

有

資

料

等

を

併

せ

て

検

討

し

、

調

査

の

要

否

等

を

判

断

し

た

上

で

、

調

査

必

要

性

が

高

い

納

税

者

に

深

度

あ

る

調

査

を

実

施

し

て

い

ま

す

。

　

ま

た

、

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

の

導

入

に

よ

り

、

利

用

可

能

な

デ

ー

タ

が

増

加

す

る

こ

と

か

ら

、

予

測

モ

デ

ル

の

精

度

向

上

に

取

り

組

む

と

と

も

に

、

生

成

Ａ

Ｉ

な

ど

の

最

新

技

術

も

活

用

し

、

適

正

・

公

平

な

課

税

の

実

現

に

努

め

て

ま

い

り

ま

す

。

　

―

―

令

和

８

年

分

の

確

定

申

告

に

向

け

た

取

組

に

つ

い

て

お

聞

か

せ

く

だ

さ

い

。

　

令

和

８

年

分

の

確

定

申

告

に

お

い

て

も

、

前

年

に

引

き

続

き

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

利

用

し

た

自

宅

か

ら

の

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

推

進

に

取

り

組

ん

で

い

き

ま

す

。

　

具

体

的

に

は

、

令

和

９

年

１

月

以

降

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

（

エ

ル

タ

ッ

ク

ス

）

に

よ

り

オ

ン

ラ

イ

ン

で

市

区

町

村

に

提

出

さ

れ

る

給

与

支

払

報

告

書

の

情

報

に

つ

い

て

も

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

の

対

象

と

な

り

、

給

与

情

報

の

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

を

利

用

で

き

る

方

が

大

幅

に

増

加

す

る

こ

と

が

見

込

ま

れ

ま

す

。

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

利

用

し

た

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

利

便

性

を

多

く

の

方

に

実

感

し

て

い

た

だ

く

良

い

機

会

に

な

る

と

考

え

て

お

り

ま

す

の

で

、

自

宅

か

ら

の

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

を

推

奨

す

る

ダ

イ

レ

ク

ト

メ

ー

ル

の

送

付

や

事

業

者

を

通

じ

た

従

業

員

へ

の

周

知

な

ど

、

利

用

拡

大

に

向

け

、

積

極

的

に

周

知

・

広

報

に

取

り

組

む

と

と

も

に

、

事

業

者

に

対

す

る

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

の

利

用

勧

奨

に

も

取

り

組

ん

で

ま

い

り

ま

す

。

　

ま

た

、

本

年

に

お

い

て

も

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

及

び

電

子

証

明

書

が

有

効

期

限

切

れ

と

な

る

方

が

多

い

こ

と

が

見

込

ま

れ

ま

す

の

で

、

該

当

す

る

方

に

つ

い

て

は

確

定

申

告

に

影

響

が

な

い

よ

う

、

円

滑

・

確

実

な

更

新

手

続

を

促

す

周

知

を

実

施

し

て

い

く

予

定

で

す

。

　

令

和

８

年

分

の

確

定

申

告

に

つ

い

て

は

、

是

非

と

も

自

宅

か

ら

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

を

ご

利

用

く

だ

さ

い

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　必要経費は、「業務の遂行上生じた費用、すなわち業務と関

連のある費用をいい、ある費用が必要経費に当たるといえるた

めには、単に業務と関連があるというだけでなく、客観的にみ

てその費用が業務と直接の関係を有し、かつ、業務の遂行上必

要なものに限られ、また、業務の遂行上必要なものというため

には、その者の主観的な判断のみによるべきではなく、通常必

要なもとして客観的に認識できるものでなければならない」と

解されています（第９回参照）。

　所得税法では、各々の条項で「業務」という用語が用いられ

ており、その概念は必要経費と密接な関係にあるといえます。

また、「業務」には、社会通念上、「事業」と称するに至る程

度の規模の行為と「事業」と称するには至らない程度の規模の

行為があり（以下、当講座では、前者の規模を「事業的規模」

といい、後者の規模を「非事業的規模」といいます。）、事業

的規模の方が税制面でより優遇された取扱いとなります。

　事業的規模についてのみその適用が認められるものは、条項

に「事業」という用語が特に用いられ、具体的には、①事業に専従

する親族がある場合の特例（所法�）、②貸倒引当金（所法�）、

③棚卸資産の評価方法の選定等（所法�）、④繰延資産のうち開

業費の償却費（所法�、所令７①一）、⑤延納に係る利子税の必

要経費算入（所法�①二、令�、）などが挙げられます。また、

資産損失については、事業的規模が損失の金額の全額を必要経

費に算入するのに対し、非事業的規模はその所得の金額を限度

として必要経費に算入します（所法�）。さらに、「事業」を営

む青色申告者については、賃借対照表を添付し電子申告等の手

続要件を満たすことで、最高�万円（令和９年分以後は�万円。

以下同じ。）の青色申告特別控除が適用されます（措法�の２）。

青色申告特別控除は、厳密に言えば必要経費ではありません。

しかしながら、所得金額から更に控除するという点においては、

必要経費の上積みというようにも考えられるでしょう。

　例えば、空き地を月決駐車場として貸付け、その管理等を同

一生計の妻に担わせ給与を支払ったとします。この場合、その

貸付け（不動産所得）が事業的規模に当たれば、青色申告の承

認と青色事業専従者給与に関する届出を経て、その給与の金額

を必要経費に算入します（所法�、１４３）。ところが、非事業

的規模であるときは、妻は青色事業専従者の要件を満たしてい

ませんから、その給与の金額を必要経費に算入することはでき

ません。青色申告特別控除の適用については、上記手続要件を

満たしていたとしても�万円の控除を受けることができず、�

万円の控除となります。

　こうしたことから、あるビジネスが事業的規模に当たるか否

かという問題は、必要経費算入の可否判定の問題と重なり合う

ことにもなり、争点化することが少なくないのです。

　

恐

ら

く

、

年

末

に

は

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

大

綱

の

中

で

、

す

で

に

述

べ

た

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

改

正

（

本

紙

１

０

１

回

～

１

１

０

回

参

照

）

と

事

業

承

継

税

制

が

大

き

な

話

題

と

な

ろ

う

。

こ

の

場

合

、

前

者

は

、

相

続

税

法

�

条

に

定

め

る

「

時

価

」

の

解

釈

の

問

題

で

あ

り

、

後

者

は

、

中

小

企

業

の

事

業

承

継

を

円

滑

に

す

る

た

め

の

政

策

税

制

の

問

題

で

あ

る

が

、

長

年

、

両

者

は

、

混

同

し

て

論

じ

ら

れ

て

き

た

。

そ

し

て

、

そ

の

こ

と

が

、

両

者

の

解

決

を

複

雑

に

し

て

い

る

。

　

も

と

も

と

、

「

事

業

承

継

」

と

い

う

概

念

は

、

古

く

か

ら

は

「

家

業

を

継

ぐ

」

と

い

う

こ

と

を

意

味

し

、

個

人

事

業

で

あ

れ

ば

、

親

（

あ

る

い

は

先

祖

伝

来

）

が

営

ん

で

き

た

家

業

を

継

ぐ

こ

と

を

意

味

し

、

法

人

事

業

で

あ

れ

ば

、

法

人

の

代

表

権

（

経

営

権

、

そ

れ

を

可

能

に

す

る

株

式

等

の

財

産

権

）

を

代

表

者

で

あ

る

親

か

ら

子

に

譲

る

こ

と

を

意

味

し

て

き

た

。

し

か

し

、

昨

今

で

は

、

こ

の

よ

う

な

伝

統

的

な

「

事

業

承

継

」

の

概

念

だ

け

で

は

な

く

、

親

族

に

お

け

る

「

後

継

者

」

不

足

も

あ

っ

て

、

Ｍ

＆

Ａ

に

代

表

さ

れ

る

よ

う

な

第

三

者

承

継

も

広

ま

っ

て

き

て

い

る

　

こ

の

よ

う

な

事

業

承

継

が

円

滑

に

行

わ

れ

る

た

め

に

は

、

各

種

の

事

業

承

継

対

策

が

必

要

で

あ

る

が

、

そ

の

対

策

の

中

で

最

も

問

題

と

な

る

の

が

、

事

業

資

産

の

移

転

に

係

る

租

税

負

担

（

特

に

、

相

続

税

及

び

贈

与

税

）

の

軽

減

策

で

あ

る

。

そ

の

軽

減

策

が

、

一

般

に

「

事

業

承

継

税

制

」

と

称

さ

れ

て

き

た

。

　

こ

の

「

事

業

承

継

税

制

」

に

つ

い

て

は

、

個

人

事

業

に

つ

い

て

は

、

小

規

模

宅

地

の

課

税

特

例

と

い

う

こ

と

で

、

昭

和

�

年

に

通

達

に

よ

っ

て

軽

減

措

置

が

取

ら

れ

、

そ

れ

が

、

昭

和

�

年

度

税

制

改

正

で

租

税

特

別

措

置

法

に

お

い

て

法

制

化

さ

れ

た

。

し

か

し

、

法

人

事

業

に

つ

い

て

は

、

長

年

、

「

事

業

承

継

税

制

」

は

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

の

緩

和

策

で

あ

る

と

代

弁

さ

れ

て

き

た

。

そ

の

こ

と

を

端

的

に

示

し

た

の

が

、

次

の

政

府

税

制

調

査

会

「

昭

和

�

年

度

の

税

制

改

正

に

関

す

る

答

申

」

（

昭

和

�

年

�

月

）

で

あ

っ

た

。

　

「

相

続

税

に

つ

い

て

は

、

最

近

、

中

小

企

業

の

事

業

の

円

滑

な

承

継

の

観

点

か

ら

、

各

種

の

議

論

が

行

わ

れ

て

い

る

が

、

中

小

企

業

経

営

者

の

相

続

税

の

課

税

の

実

態

調

査

か

ら

み

て

も

過

度

の

負

担

を

求

め

ら

れ

て

い

る

と

は

認

め

ら

れ

ず

、

税

制

上

特

別

の

措

置

を

講

ず

る

こ

と

は

適

当

で

な

い

。

た

だ

、

小

規

模

な

会

社

の

株

式

は

、

現

在

、

い

わ

ゆ

る

純

資

産

価

額

方

式

の

み

に

よ

り

評

価

さ

れ

て

い

る

こ

と

か

ら

、

株

式

価

額

の

形

成

要

素

の

一

つ

で

あ

る

収

益

性

に

つ

い

て

も

評

価

上

配

慮

す

る

余

地

が

あ

る

の

で

は

な

い

か

と

す

る

意

見

が

あ

る

こ

と

、

大

・

中

規

模

の

会

社

の

株

式

に

適

用

さ

れ

る

い

わ

ゆ

る

類

似

業

種

比

準

方

式

に

お

い

て

は

す

で

に

収

益

性

が

織

り

込

ま

れ

て

い

る

こ

と

等

に

留

意

す

れ

ば

、

現

行

の

株

式

の

評

価

体

系

の

枠

組

み

の

中

で

収

益

性

を

加

味

す

る

の

が

適

当

で

あ

る

。

ま

た

、

い

わ

ゆ

る

類

似

業

種

比

準

方

式

に

つ

い

て

も

類

似

業

種

の

取

り

方

等

そ

の

合

理

化

を

図

る

べ

き

で

あ

る

。

」

　

そ

の

後

も

、

答

申

や

大

綱

で

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

引

下

げ

が

取

り

上

げ

ら

れ

る

こ

と

に

な

っ

た

が

、

平

成

�

年

度

の

改

正

で

、

一

般

に

収

益

力

が

弱

い

と

さ

れ

る

中

小

企

業

の

株

価

を

さ

ら

に

引

き

下

げ

る

た

め

に

、

類

似

業

種

比

準

方

式

に

お

け

る

比

準

要

素

「

利

益

」

を

３

倍

に

し

た

が

、

相

続

税

の

納

税

対

象

と

な

る

優

良

中

小

企

業

の

株

価

を

大

幅

に

引

き

上

げ

る

結

果

と

な

り

、

事

業

承

継

税

制

を

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

引

き

下

げ

に

代

替

す

る

こ

と

の

限

界

が

明

白

と

な

っ

た

。

　

か

く

し

て

、

前

述

の

教

訓

を

も

と

に

、

平

成

�

年

度

税

制

改

正

で

、

租

税

特

別

措

置

法

に

お

い

て

、

特

定

同

族

会

社

株

式

等

を

相

続

等

に

よ

り

取

得

し

た

場

合

に

は

、

３

億

円

ま

で

�

％

の

評

価

減

を

認

め

る

こ

と

と

し

た

。

こ

の

規

定

の

是

非

は

と

も

か

く

と

し

て

、

法

律

に

よ

っ

て

事

業

承

継

税

制

が

設

け

ら

れ

た

の

は

画

期

的

な

こ

と

で

あ

っ

た

。

　

そ

の

後

、

平

成

�

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

、

非

上

場

株

式

等

に

つ

い

て

の

贈

与

税

・

相

続

税

の

納

税

猶

予

制

度

が

設

け

ら

れ

、

平

成

�

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

、

前

述

の

納

税

猶

予

制

度

の

特

例

制

度

が

設

け

ら

れ

た

。

こ

の

特

例

制

度

の

下

で

は

、

事

業

承

継

（

株

式

承

継

）

に

お

け

る

税

負

担

全

額

の

納

付

が

猶

予

さ

れ

る

と

い

う

も

の

で

あ

る

。

　

し

か

し

、

こ

の

特

例

制

度

は

、

そ

の

適

用

期

限

が

令

和

９

年

末

に

迫

っ

て

い

る

と

い

う

こ

と

で

、

令

和

９

年

度

の

税

制

改

正

の

行

方

が

注

目

さ

れ

て

い

る

。

そ

し

て

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

改

正

も

、

正

念

場

を

迎

え

て

お

り

、

両

者

の

関

係

調

整

を

見

守

る

必

要

が

あ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

本

書

は

、

企

業

の

経

理

担

当

者

が

、

法

人

税

申

告

書

を

作

成

す

る

た

め

に

、

日

常

の

税

務

・

会

計

処

理

及

び

決

算

に

際

し

て

注

意

す

べ

き

事

項

や

誤

り

や

す

い

問

題

点

等

に

つ

い

て

、

各

種

事

例

を

豊

富

に

取

り

入

れ

実

務

に

即

し

て

わ

か

り

や

す

く

解

説

し

た

も

の

。

　

今

回

の

改

訂

で

は

、

研

究

開

発

税

制

の

強

化

、

賃

上

げ

税

制

の

見

直

し

及

び

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

促

進

税

制

の

創

設

等

を

は

じ

め

と

す

る

強

い

経

済

の

実

現

に

向

け

た

税

制

措

置

並

び

に

外

国

子

会

社

合

算

税

制

の

見

直

し

等

と

い

っ

た

令

和

８

年

度

税

制

改

正

を

織

り

込

み

更

に

内

容

を

充

実

。

　

解

説

に

あ

た

っ

て

は

、

各

項

目

に

〝

実

務

の

ポ

イ

ン

ト

〟

、

〝

決

算

実

務

に

対

す

る

ア

ド

バ

イ

ス

〟

を

掲

げ

て

わ

か

り

や

す

く

解

説

。

　

法

人

税

申

告

書

等

を

作

成

す

る

際

の

留

意

点

に

つ

い

て

、

〝

法

人

税

申

告

書

等

の

チ

ェ

ッ

ク

ポ

イ

ン

ト

〟

も

掲

載

。

　

法

人

税

に

お

け

る

重

要

事

項

を

よ

り

詳

し

く

体

系

的

に

理

解

す

る

た

め

の

解

説

書

と

し

て

、

ま

た

、

一

連

の

決

算

事

務

の

た

め

の

実

務

書

と

し

て

幅

広

く

活

用

で

き

る

必

携

書

。

「

決

算

と

税

務

申

告

」

か

ら

始

ま

り

、

全

�

章

で

構

成

。

付

録

と

し

て

「

改

正

経

過

要

覧

」

も

掲

載

。

　

Ｂ

５

判

、

１

８

０

８

ペ

ー

ジ

。

定

価

６

３

８

０

円

（

税

込

み

）

。

お

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

請

求

人

が

し

た

講

演

、

一

般

財

団

法

人

の

理

事

等

に

係

る

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

が

事

業

所

得

に

は

該

当

せ

ず

雑

所

得

に

該

当

す

る

と

し

た

事

例

。

　

審

査

請

求

人

が

、

事

業

所

得

と

し

て

申

告

し

た

所

得

の

金

額

の

計

算

上

生

じ

た

損

失

の

金

額

を

他

の

所

得

の

金

額

と

損

益

通

算

し

て

所

得

税

等

の

確

定

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

当

該

事

業

所

得

と

し

て

申

告

し

た

所

得

は

事

業

所

得

で

は

な

く

、

雑

所

得

に

該

当

す

る

な

ど

と

し

て

更

正

処

分

等

を

し

た

こ

と

か

ら

、

請

求

人

が

、

原

処

分

の

一

部

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

、

請

求

人

が

し

た

講

演

、

一

般

財

団

法

人

の

理

事

等

に

係

る

業

務

が

相

当

程

度

の

期

間

継

続

し

て

安

定

し

た

収

益

が

得

ら

れ

る

可

能

性

を

有

し

て

い

た

と

は

認

め

ら

れ

な

い

こ

と

な

ど

か

ら

す

れ

ば

、

当

該

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

は

、

事

業

所

得

に

は

該

当

せ

ず

雑

所

得

に

該

当

す

る

と

し

て

、

処

分

は

適

法

で

あ

る

と

し

た

（

令

和

８

年

２

月

６

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

基

礎

事

実

等

　

請

求

人

は

、

平

成

○

年

○

月

に

○

○

登

録

を

行

い

、

Ａ

社

を

経

て

、

Ｂ

社

（

本

件

法

人

）

の

○

○

や

○

○

に

就

任

し

た

。

　

請

求

人

は

、

令

和

元

年

か

ら

４

年

ま

で

の

各

年

（

本

件

各

年

）

に

お

い

て

、

本

件

法

人

に

係

る

業

務

や

上

場

企

業

○

社

の

社

外

取

締

役

及

び

監

査

役

と

し

て

の

業

務

等

を

行

い

、

役

員

報

酬

等

を

得

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

本

件

各

年

に

お

い

て

、

当

該

役

員

報

酬

等

に

係

る

業

務

（

本

件

役

員

等

業

務

）

と

は

別

に

、

一

般

社

団

法

人

Ｃ

及

び

Ｄ

社

が

主

催

す

る

セ

ミ

ナ

ー

で

の

講

演

、

税

理

士

会

が

開

催

す

る

無

料

相

談

会

の

従

事

並

び

に

一

般

財

団

法

人

等

の

理

事

等

に

係

る

業

務

（

本

件

業

務

）

を

行

っ

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

元

年

分

か

ら

４

年

分

ま

で

の

各

年

分

（

本

件

各

年

分

）

の

所

得

税

等

に

係

る

各

確

定

申

告

書

を

、

い

ず

れ

も

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

し

た

。

な

お

、

請

求

人

は

、

各

確

定

申

告

書

に

お

い

て

、

本

件

役

員

等

業

務

か

ら

生

じ

る

所

得

を

給

与

所

得

と

し

、

本

件

業

務

か

ら

生

じ

る

所

得

を

事

業

所

得

と

し

て

申

告

し

た

。

　

原

処

分

庁

所

属

の

調

査

担

当

職

員

は

、

５

年

�

月

�

日

、

請

求

人

に

対

し

て

、

本

件

各

年

分

の

所

得

税

等

に

係

る

実

地

の

調

査

を

開

始

し

た

。

　

原

処

分

庁

は

、

７

年

１

月

�

日

付

で

、

実

地

の

調

査

の

結

果

に

基

づ

き

、

本

件

各

年

分

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

、

各

更

正

処

分

及

び

過

少

申

告

加

算

税

の

各

賦

課

決

定

処

分

を

し

た

。

　

争

点

は

、

本

件

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

は

、

事

業

所

得

ま

た

は

雑

所

得

の

い

ず

れ

に

該

当

す

る

か

。

審

判

所

の

判

断

　

本

件

業

務

か

ら

生

じ

る

所

得

の

所

得

区

分

を

判

断

す

る

に

当

た

り

、

本

件

業

務

か

ら

生

じ

る

所

得

と

所

得

区

分

を

異

に

す

る

本

件

役

員

等

業

務

に

係

る

事

実

関

係

を

も

含

め

て

こ

れ

を

判

断

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

。

　

そ

し

て

、

①

営

利

性

及

び

有

償

性

の

有

無

並

び

に

反

復

性

及

び

継

続

性

の

有

無

に

つ

い

て

、

請

求

人

は

、

本

件

各

年

に

お

い

て

、

セ

ミ

ナ

ー

で

の

講

演

を

複

数

回

行

う

等

し

て

報

酬

を

得

て

い

た

も

の

の

、

そ

の

回

数

は

年

間

に

１

回

か

ら

４

回

ま

で

に

と

ど

ま

り

、

他

方

、

元

年

及

び

２

年

に

お

い

て

、

税

理

士

会

が

主

催

す

る

無

料

相

談

に

従

事

し

て

い

た

こ

と

を

踏

ま

え

る

と

、

本

件

業

務

の

有

償

性

並

び

に

反

復

性

及

び

継

続

性

に

つ

い

て

は

、

一

定

程

度

に

限

っ

て

は

認

め

る

こ

と

が

で

き

る

。

他

方

、

本

件

各

年

分

に

お

い

て

、

本

件

業

務

か

ら

生

じ

た

総

収

入

金

額

は

い

ず

れ

も

○

○

万

円

に

満

た

な

い

一

方

で

、

各

年

１

０

０

０

万

円

を

超

え

る

必

要

経

費

を

計

上

し

、

本

件

業

務

に

係

る

収

支

は

連

年

大

幅

な

赤

字

が

続

い

て

い

た

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

本

件

業

務

は

、

経

済

合

理

性

に

欠

け

、

営

利

性

は

乏

し

い

と

い

う

べ

き

で

あ

る

。

　

②

自

己

の

計

算

と

危

険

に

よ

る

企

画

遂

行

性

の

有

無

に

つ

い

て

、

請

求

人

は

、

本

件

各

年

分

に

お

い

て

、

地

代

家

賃

、

接

待

交

際

費

及

び

旅

費

交

通

費

の

ほ

か

各

種

経

費

を

必

要

経

費

に

計

上

し

て

い

た

こ

と

に

加

え

、

請

求

人

が

複

数

回

に

わ

た

っ

て

自

ら

講

演

を

行

う

な

ど

し

て

い

た

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

本

件

業

務

に

は

、

自

己

の

計

算

と

危

険

に

よ

る

企

画

遂

行

性

は

一

定

程

度

あ

っ

た

と

認

め

ら

れ

る

。

　

③

精

神

的

及

び

肉

体

的

労

力

の

程

度

に

つ

い

て

、

請

求

人

は

、

本

件

各

年

に

お

い

て

、

複

数

回

に

わ

た

っ

て

自

ら

講

演

を

行

う

な

ど

し

て

い

た

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

本

件

業

務

に

つ

い

て

、

一

定

程

度

の

精

神

的

及

び

肉

体

的

労

力

を

費

や

し

た

も

の

と

認

め

ら

れ

る

。

　

④

人

的

及

び

物

的

設

備

の

有

無

に

つ

い

て

、

請

求

人

は

、

本

件

各

年

に

お

い

て

物

件

を

賃

借

し

て

お

り

、

一

定

の

物

的

設

備

を

有

し

て

い

た

と

い

え

る

一

方

、

使

用

人

な

ど

の

人

的

設

備

は

有

し

て

い

な

か

っ

た

。

　

⑤

職

業

、

経

歴

、

社

会

的

地

位

及

び

生

活

状

況

に

つ

い

て

、

請

求

人

は

、

本

件

法

人

の

役

員

と

し

て

の

地

位

を

有

す

る

と

と

も

に

、

本

件

各

年

分

に

お

い

て

、

多

額

の

給

与

を

得

て

お

り

、

こ

れ

に

よ

り

、

本

件

各

年

分

だ

け

で

も

合

わ

せ

て

○

○

万

円

を

超

え

る

多

額

の

損

失

を

計

上

し

な

が

ら

も

、

本

件

業

務

を

継

続

し

て

い

た

。

　

⑥

相

当

程

度

の

期

間

継

続

し

て

安

定

し

た

収

益

を

得

ら

れ

る

可

能

性

に

つ

い

て

、

本

件

業

務

に

係

る

必

要

経

費

の

額

は

、

総

収

入

金

額

を

大

幅

に

上

回

っ

て

い

る

。

そ

し

て

、

本

件

各

年

分

に

お

い

て

連

年

○

○

万

円

を

超

え

る

損

失

が

生

じ

て

い

る

。

請

求

人

が

、

本

件

業

務

か

ら

相

当

程

度

の

期

間

継

続

し

て

安

定

し

た

収

益

を

得

ら

れ

る

可

能

性

を

有

し

て

い

た

と

は

認

め

ら

れ

な

い

。

　

以

上

の

と

お

り

、

本

件

業

務

は

、

有

償

性

、

反

復

性

及

び

継

続

性

並

び

に

請

求

人

の

計

算

と

危

険

に

よ

る

企

画

遂

行

性

を

一

定

程

度

有

し

、

一

定

の

物

的

設

備

を

備

え

て

い

た

ほ

か

、

請

求

人

が

精

神

的

及

び

肉

体

的

労

力

を

一

定

程

度

費

や

し

て

行

っ

て

い

た

活

動

で

あ

る

と

は

い

え

る

も

の

の

、

営

利

性

に

乏

し

く

、

本

件

役

員

等

業

務

に

よ

り

多

額

の

給

与

を

得

て

い

た

こ

と

に

よ

っ

て

本

件

業

務

が

継

続

さ

れ

、

ま

た

、

連

年

大

幅

な

赤

字

が

続

い

て

お

り

、

相

当

程

度

の

期

間

継

続

し

て

安

定

し

た

収

益

が

得

ら

れ

る

可

能

性

を

有

し

て

い

た

と

は

認

め

ら

れ

な

い

こ

と

な

ど

か

ら

す

れ

ば

、

本

件

業

務

か

ら

生

じ

た

所

得

は

、

事

業

所

得

に

は

該

当

せ

ず

、

雑

所

得

に

該

当

す

る

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



「

あ

な

た

、

仕

事

で

心

配

ご

と

が

あ

る

の

？

」

ど

き

　

日

曜

の

朝

食

時

、

結

婚

し

て

２

年

に

な

る

め

ぐ

み

川

上

の

妻

の

恵

が

出

し

抜

け

に

訊

ね

た

。

「

ど

う

し

て

？

」

思

わ

ず

恵

の

顔

を

見

た

。

「

寝

言

で

妙

な

こ

と

を

言

っ

て

い

た

か

ら

」

「

ど

ん

な

寝

言

を

言

っ

て

い

た

ん

だ

い

」

　

恵

は

、

ふ

っ

、

と

笑

み

を

浮

か

べ

る

と

、

「

こ

れ

が

お

か

し

く

も

あ

る

の

よ

―

―

。

　

い

き

な

り

、

は

い

、

分

か

り

ま

し

た

、

と

大

き

な

声

で

言

う

か

ら

、

突

然

な

に

か

と

思

い

、

あ

な

た

を

見

た

ら

寝

て

る

じ

ゃ

な

い

。

　

す

る

と

、

で

も

な

ぁ

、

そ

ん

な

こ

と

言

わ

れ

て

も

な

…

…

と

呟

い

た

の

。

そ

れ

で

ま

た

大

き

な

声

で

、

は

い

。

そ

し

て

間

も

な

く

、

で

も

な

ぁ

、

と

呟

き

、

そ

ん

な

こ

と

を

数

回

繰

り

返

し

て

、

む

に

ゃ

む

に

ゃ

何

か

言

っ

て

終

わ

っ

た

わ

」

恵

は

顔

を

歪

め

て

見

せ

た

。

　

川

上

も

、

本

当

に

？

と

笑

っ

て

み

せ

た

。

　

だ

が

、

寝

言

の

夢

は

、

ま

さ

に

現

実

だ

っ

た

の

だ

。

川

上

が

早

期

に

終

わ

る

と

踏

ん

だ

事

案

は

、

依

然

と

し

て

調

査

が

続

い

て

い

た

。

　

金

融

機

関

や

武

蔵

工

務

店

へ

の

反

面

調

査

も

行

っ

た

。

売

上

除

外

の

対

象

と

な

っ

た

手

間

仕

事

の

発

注

を

し

た

い

く

つ

か

の

個

人

宅

に

も

反

面

調

査

を

し

た

も

の

の

、

統

括

か

ら

調

査

終

了

の

最

終

判

断

は

下

り

て

い

な

い

。

　

さ

す

が

に

上

席

調

査

官

も

気

に

し

て

、

川

上

に

声

を

か

け

、

進

捗

状

況

を

訊

ね

て

き

た

。

ふ

る

た

　

川

上

は

古

田

上

席

に

、

夢

の

話

を

し

た

。

　

そ

の

翌

日

だ

っ

た

。

「

き

ょ

う

は

ノ

ー

超

勤

デ

ー

の

水

曜

だ

か

ら

、

よ

か

っ

た

ら

部

門

で

飲

み

に

行

く

か

」

　

統

括

が

声

を

か

け

る

と

、

終

業

を

待

っ

て

く

部

門

の

６

名

で

居

酒

屋

に

繰

り

出

し

た

。

じ

ょ

う

ぜ

つ

　

酒

も

ま

わ

り

饒

舌

と

な

っ

た

頃

、

上

席

が

、

「

統

括

、

こ

い

つ

ち

ょ

っ

と

ヤ

バ

い

夢

見

て

る

ん

で

す

よ

」

「

ど

ん

な

だ

」

統

括

に

促

さ

れ

、

川

上

は

あ

け

す

け

に

妻

の

恵

か

ら

聞

い

た

話

を

し

た

。

　

統

括

は

、

ぼ

そ

っ

と

、

「

そ

う

か

」

と

言

っ

た

だ

け

で

、

あ

と

は

何

も

言

わ

ず

、

「

川

上

君

は

、

〝

事

実

と

真

実

〟

の

違

い

を

考

え

た

こ

と

は

あ

る

か

い

」

　

川

上

が

、

キ

ョ

ト

ン

と

し

た

顔

を

し

た

か

ら

か

、

統

括

は

微

笑

む

と

、

「

た

い

し

た

話

じ

ゃ

な

い

。

た

だ

、

私

は

調

査

官

に

な

っ

た

ば

か

り

の

頃

、

そ

れ

が

ず

っ

と

気

に

な

っ

て

い

た

。

そ

し

て

分

か

っ

た

ん

か

ら

だ

」

統

括

は

、

テ

ー

ブ

ル

に

あ

る

空

の

ビ

ー

ル

瓶

を

握

っ

た

。

「

例

え

ば

、

こ

れ

だ

が

、

真

正

面

か

ら

見

る

と

、

長

い

三

角

形

に

見

え

る

。

で

も

、

真

上

か

ら

見

る

と

、

ほ

ら

、

丸

く

見

え

る

。

下

か

ら

見

れ

ば

、

や

は

り

丸

だ

。

ど

れ

も

ビ

ー

ル

瓶

に

違

い

な

い

。

そ

う

だ

ろ

？

」

統

括

の

２

つ

の

目

が

、

川

上

を

見

て

い

る

。

「

我

々

の

仕

事

は

、

こ

う

い

う

こ

と

の

積

み

重

ね

だ

。

正

面

、

上

、

下

、

斜

め

―

―

い

ろ

ん

な

角

度

か

ら

見

て

み

る

っ

て

こ

と

さ

。

　

そ

の

ど

れ

も

が

、

事

実

な

ん

だ

。

そ

し

て

そ

こ

か

ら

実

体

が

浮

き

上

が

り

、

見

え

て

く

る

。

真

実

の

よ

う

な

も

の

が

な

。

　

と

こ

ろ

が

、

見

る

努

力

を

や

め

た

瞬

間

、

見

え

た

か

も

知

れ

な

い

真

実

が

、

ス

ル

リ

と

見

え

な

く

な

る

。

姿

を

消

す

ん

だ

。

〝

山

の

あ

な

た

の

空

遠

く

さ

い

は

ひ

　

幸

住

む

と

人

の

い

ふ

〟

―

―

こ

の

詩

を

知

っ

て

い

る

か

い

？

」

「

カ

ー

ル

・

ブ

ッ

セ

の

山

の

あ

な

た

で

す

か

」

「

さ

す

が

だ

な

。

そ

う

だ

。

あ

れ

と

同

じ

さ

。

　

こ

れ

は

、

こ

う

、

と

決

め

て

し

ま

え

ば

、

そ

れ

以

上

、

幸

い

に

は

辿

り

着

け

な

い

。

　

限

ら

れ

た

調

査

日

数

・

時

間

だ

が

、

き

っ

と

幸

い

と

同

じ

で

、

真

実

は

ど

こ

か

に

あ

る

。

だ

か

ら

こ

そ

、

事

実

を

積

み

上

げ

て

い

か

ね

ば

な

ら

ん

。

そ

れ

が

調

査

な

ん

だ

。

　

そ

し

て

、

も

う

１

つ

決

し

て

忘

れ

て

は

い

け

な

い

こ

と

が

あ

る

ん

だ

。

何

だ

と

思

う

？

」

　

川

上

は

、

統

括

の

目

を

見

て

首

を

振

っ

た

。

「

そ

れ

は

、

組

織

で

や

っ

て

い

る

と

い

う

こ

と

だ

。

調

査

先

に

行

く

の

は

１

人

で

あ

っ

て

も

、

調

査

は

、

組

織

全

体

で

し

て

る

ん

だ

。

　

調

査

の

見

極

め

は

、

一

義

的

に

は

私

が

す

い

っ

と

う

る

。

だ

が

、

こ

の

私

も

迷

え

ば

、

一

統

が

、

さ

ら

に

迷

え

ば

副

署

長

、

必

要

で

あ

れ

ば

署

長

ま

で

判

断

を

仰

ぐ

ん

だ

。

　

だ

か

ら

い

い

か

、

決

し

て

自

分

で

即

断

し

て

は

い

け

な

い

。

目

が

く

ら

み

、

あ

る

べ

き

判

断

が

ブ

レ

る

か

ら

な

。

ま

あ

飲

め

」

さ

　

統

括

は

ビ

ー

ル

瓶

を

握

る

と

、

川

上

に

差

し

た

。

川

上

も

統

括

に

差

し

返

し

た

。

　

翌

朝

、

統

括

は

川

上

を

自

席

に

呼

ぶ

と

、

「

例

の

ク

ロ

ス

屋

、

堀

田

先

生

に

電

話

し

て

、

終

わ

り

に

し

ま

す

と

伝

え

て

く

れ

る

か

。

　

是

否

認

事

項

は

、

わ

か

っ

て

い

る

な

」

　

川

上

は

、

は

い

と

返

事

し

、

自

席

に

戻

る

途

中

、

ニ

ン

マ

リ

し

た

上

席

と

目

が

あ

っ

た

。

　東京国税局管内で、令和７年度に最もふるさと納税

の寄附受入額が多かったのは山梨県甲府市だ。

　全国順位は�位で、７年度の寄附金額が１０１億９９００

万円と１００億円を突破。元年度の実績（約１億７６００万

円）と比べると、約５７倍に急増した。急増の決定的な

要因は、２年度から返礼品に宝飾品（ジュエリー）を

本格的に導入したことにある。

　甲府市と宝飾産業の歴史は深い。

しょうせんきょう き ん ぷ さ ん

　その歴史は、甲府市北部・昇仙峡の奥にある金峰山

一帯で透明度が高く質の良い水晶が発掘されたことか

いしやじり

ら始まった。縄文時代に、狩猟で使う「鏃」や「刃

物」がその水晶で作られていたことが記録されている。

　江戸時代には、京都の玉造り職人によって水晶を研

磨する技術が伝えられ、宝飾産業の基盤を形成。その

後、機械化などの技術革新により水晶加工は大きく発

展し、長年受け継がれてきた伝統技術は、現在の「貴

金属工芸技術」へと進化した。甲府市は、日本のジュ

エリー生産の約�％を占める一大産地となり、市内に

は、１０００社を超えるジュエリー関連会社がある。

　コロナ禍で、大きな打撃を受けた宝飾産業を支援す

るため、２年度にふるさと納税の返礼品として「甲府

ジュエリー」を本格的に導入。市内の多くの事業者が

協力してネックレスやリングなどの高単価な宝飾品を

数多くラインナップに加え、寄附金額は大幅に増加し

た。近年の歴史的な金価格の高騰もプラスの影響を与

え、１００億円の大台突破の原動力となっている。

　総務省が、�月からふるさと納税の「地場産品基準」

を厳格化したことに伴い、甲府市は「甲府ジュエリー

認定制度」を創設した。高い技術力で制作された甲府

ジュエリーのブランドの安心・安全を担保する取組み

を強化することが狙いだ。

　また、若者を中心に甲府ジュエリーの認知度を全国

的に高めるため、ふるさと納税型クラウドファンディ

ングで寄附を募り、「東京ガールズコレクション」な

ど話題のイベントと連携して「宝石のまち甲府」をＰ

Ｒするプロジェクトを実施。昨年末に募集した第３弾

は、目標金額１億円に対し、開始からわずか３週間で

約５億５００万円もの寄附金が集まったため前倒しで受

付終了となるなど、大盛況のプロジェクトとなってい

る。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

東

京

・

一

般

社

団

法

人

世

田

谷

青

色

申

告

会

（

橋

本

良

子

会

長

）

は

９

月

�

日

、

世

田

谷

税

務

署

の

間

瀬

利

雄

署

長

を

講

師

に

招

き

、

講

演

会

を

開

催

し

た

。

　

間

瀬

署

長

は

、

「

国

税

庁

に

お

け

る

Ａ

Ｉ

の

活

用

」

を

テ

ー

マ

に

講

演

。

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

や

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

を

活

用

し

た

確

定

申

告

の

利

便

性

向

上

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

で

提

出

さ

れ

た

給

与

支

払

報

告

書

情

報

と

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

と

の

連

携

、

生

成

Ａ

Ｉ

を

活

用

し

た

課

税

・

徴

収

事

務

の

効

率

化

・

高

度

化

な

ど

、

税

務

行

政

に

お

け

る

Ｄ

Ｘ

（

デ

ジ

タ

ル

ト

ラ

ン

ス

フ

ォ

ー

メ

ー

シ

ョ

ン

）

の

取

組

み

に

つ

い

て

説

明

し

た

。

　

ま

た

、

講

演

の

後

半

で

は

、

新

紙

幣

に

採

用

さ

れ

て

い

る

最

新

の

偽

造

防

止

技

術

に

つ

い

て

解

説

し

、

最

後

に

「

納

税

は

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

で

」

と

締

め

く

く

り

、

利

用

促

進

を

呼

び

掛

け

た

。

　

大

阪

国

税

局

は

こ

の

ほ

ど

、

同

局

鑑

定

官

室

に

お

い

て

同

局

管

内

で

製

造

さ

れ

た

清

酒

の

出

来

栄

え

を

評

価

す

る

「

清

酒

鑑

評

会

」

の

審

査

（

予

審

）

を

行

っ

た

＝

写

真

。

　

清

酒

鑑

評

会

は

、

清

酒

の

品

質

評

価

を

行

い

、

評

価

結

果

を

出

品

者

へ

通

知

す

る

と

と

も

に

、

出

品

酒

を

製

造

関

係

者

に

公

開

す

る

こ

と

を

通

じ

て

、

酒

類

製

造

技

術

の

進

歩

、

発

展

お

よ

び

品

質

向

上

を

図

る

こ

と

を

目

的

と

し

て

い

る

。

　

今

年

は

�

業

者

か

ら

吟

醸

酒

�

点

、

燗

酒

用

清

酒

�

点

の

計

１

５

３

点

が

出

品

さ

れ

た

。

　

当

日

は

吟

醸

酒

が

並

ぶ

中

、

白

衣

を

着

た

品

質

評

価

員

�

人

が

吟

醸

酒

の

香

り

を

確

認

し

、

口

に

ゆ

っ

く

り

含

ん

で

味

わ

い

な

が

ら

品

質

評

価

を

行

っ

た

。

　

同

局

の

江

村

隆

幸

鑑

定

官

室

長

は

、

製

造

条

件

や

高

温

期

に

よ

る

原

料

米

の

硬

さ

が

あ

る

中

で

も

、

各

製

造

者

が

技

術

で

補

い

、

味

わ

い

の

深

い

酒

質

に

仕

上

げ

て

い

た

点

を

評

価

し

、

「

吟

醸

酒

と

し

て

風

格

の

あ

る

味

と

香

り

を

備

え

、

良

好

に

仕

上

が

っ

て

い

た

」

と

の

所

感

を

示

し

た

。

　

出

来

栄

え

の

良

い

清

酒

は

�

月

�

日

に

同

局

で

開

催

す

る

表

彰

式

で

発

表

さ

れ

る

。

　

東

京

・

公

益

社

団

法

人

武

蔵

府

中

青

色

申

告

会

青

年

部

（

倉

田

道

夫

部

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

大

國

魂

神

社

結

婚

式

場

に

お

い

て

「

青

年

部

創

立

�

周

年

記

念

式

典

・

祝

賀

会

」

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

第

１

部

の

式

典

で

は

、

親

会

の

相

原

博

会

長

、

武

蔵

府

中

税

務

署

の

田

口

義

和

署

長

を

は

じ

め

と

す

る

多

く

の

来

賓

が

出

席

、

こ

れ

ま

で

の

青

年

部

の

歩

み

と

功

績

に

対

す

る

感

謝

と

、

今

後

の

活

動

へ

の

期

待

が

寄

せ

ら

れ

た

。

　

引

き

続

き

行

わ

れ

た

記

念

講

演

で

は

、

元

東

京

都

主

税

局

理

事

の

加

藤

隆

氏

が

、

「

�

年

の

歩

み

を

未

来

へ

つ

な

ぐ

　

府

中

・

調

布

・

狛

江

の

絆

」

と

題

し

て

講

演

、

地

域

の

歴

史

と

こ

れ

ま

で

の

歩

み

を

振

り

返

り

つ

つ

、

府

中

・

調

布

・

狛

江

の

強

固

な

絆

を

次

世

代

へ

と

つ

な

い

で

い

く

こ

と

の

大

切

さ

に

つ

い

て

語

っ

た

。

　

第

２

部

の

祝

賀

会

で

は

、

こ

れ

ま

で

青

年

部

を

支

え

導

い

て

き

た

歴

代

部

長

の

紹

介

な

ど

が

行

わ

れ

、

華

や

か

に

乾

杯

、

終

始

和

や

か

な

雰

囲

気

の

中

で

歓

談

し

交

流

を

深

め

た

。

　

札

幌

五

法

人

会

（

札

幌

中

・

札

幌

西

・

札

幌

北

・

札

幌

東

・

札

幌

南

）

は

こ

の

ほ

ど

、

札

幌

市

内

の

北

海

道

経

済

セ

ン

タ

ー

で

、

㈱

リ

ベ

ラ

キ

ャ

リ

ア

代

表

の

尾

形

比

呂

和

氏

を

講

師

に

招

き

、

「

身

近

な

と

こ

ろ

か

ら

無

理

な

く

始

め

る

Ｄ

Ｘ

実

践

」

を

テ

ー

マ

に

合

同

セ

ミ

ナ

ー

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

尾

形

氏

は

、

Ｄ

Ｘ

は

業

務

効

率

化

に

繋

が

る

と

と

も

に

、

い

ま

や

企

業

に

と

っ

て

避

け

て

通

れ

な

い

課

題

で

あ

る

、

導

入

す

る

に

当

た

っ

て

何

を

変

え

た

い

か

、

そ

の

た

め

に

ど

う

す

べ

き

か

な

ど

、

基

本

的

な

考

え

方

・

進

め

方

な

ど

、

デ

ス

カ

ッ

シ

ョ

ン

を

取

り

入

れ

な

が

ら

説

明

し

た

。

　

参

加

者

か

ら

は

「

Ｄ

Ｘ

と

聞

く

だ

け

で

難

し

く

思

う

が

、

社

会

の

流

れ

か

ら

も

企

業

と

し

て

推

進

・

活

用

し

て

行

か

な

け

れ

ば

」

と

の

声

が

あ

っ

た

。

　

全

国

間

税

会

総

連

合

会

（

迫

本

淳

一

会

長

）

は

９

月

�

日

、

広

島

市

中

区

の

リ

ー

ガ

ロ

イ

ヤ

ル

ホ

テ

ル

広

島

で

第

�

回

通

常

総

会

広

島

大

会

を

開

催

し

た

。

　

当

日

は

、

全

国

の

間

税

会

か

ら

役

員

・

会

員

の

ほ

か

、

国

税

庁

の

青

木

孝

徳

長

官

、

高

橋

俊

一

課

税

部

長

、

濱

田

正

義

消

費

税

室

長

、

斎

須

朋

之

広

島

国

税

局

長

、

横

田

美

香

広

島

県

知

事

、

友

誼

団

体

の

代

表

ら

来

賓

多

数

が

出

席

し

た

。

　

は

じ

め

に

地

元

の

広

島

国

税

局

間

税

会

連

合

会

の

部

谷

俊

雄

会

長

＝

写

真

＝

が

開

会

の

辞

を

述

べ

た

後

、

關

口

雅

章

副

会

長

が

あ

い

さ

つ

。

　

続

く

議

事

で

は

、

税

制

お

よ

び

執

行

に

関

す

る

提

言

活

動

、

消

費

税

等

に

関

す

る

周

知

・

啓

発

活

動

の

強

化

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

利

用

活

動

お

よ

び

業

務

の

デ

ジ

タ

ル

化

等

の

推

進

の

周

知

、

組

織

の

拡

大

・

強

化

と

財

務

基

盤

の

強

化

―

―

な

ど

を

盛

り

込

ん

だ

令

和

８

年

度

事

業

計

画

案

を

承

認

。

次

い

で

、

組

織

増

強

や

「

税

の

標

語

」

募

集

推

進

の

功

労

者

表

彰

を

行

っ

た

。

　

総

会

後

に

は

、

元

Ｎ

Ｈ

Ｋ

エ

グ

ゼ

ク

テ

ィ

ブ

・

ア

ナ

ウ

ン

サ

ー

の

杉

浦

圭

子

さ

ん

が

「

ヒ

ロ

シ

マ

を

知

り

、

今

を

生

き

る

」

の

テ

ー

マ

で

記

念

講

演

を

行

っ

た

。

　

名

古

屋

国

税

局

は

８

月

�

日

、

バ

ン

テ

リ

ン

ド

ー

ム

ナ

ゴ

ヤ

で

開

催

さ

れ

た

サ

ッ

カ

ー

フ

ェ

ス

テ

ィ

バ

ル

で

税

金

ブ

ー

ス

を

出

展

し

、

子

ど

も

た

ち

が

楽

し

く

税

に

つ

い

て

学

ぶ

取

組

み

を

実

施

し

た

。

　

税

金

ブ

ー

ス

で

は

、

レ

プ

リ

カ

に

よ

る

１

億

円

の

重

さ

体

験

＝

写

真

＝

や

、

実

在

す

る

各

種

税

金

を

記

載

し

た

的

を

輪

ゴ

ム

鉄

砲

で

狙

い

撃

つ

射

的

な

ど

税

金

に

関

す

る

ゲ

ー

ム

を

通

じ

て

税

に

つ

い

て

学

ん

だ

ほ

か

、

イ

ー

タ

君

の

オ

リ

ジ

ナ

ル

缶

バ

ッ

ジ

や

「

税

金

う

ん

こ

ド

リ

ル

」

を

配

っ

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

サ

ッ

カ

ー

フ

ェ

ス

テ

ィ

バ

ル

に

参

加

し

た

未

就

学

児

の

保

護

者

に

は

、

「

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

」

や

「

確

定

申

告

の

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

」

に

関

す

る

Ｐ

Ｒ

チ

ラ

シ

を

配

付

し

た

。

　

一

般

社

団

法

人

鹿

児

島

県

法

人

会

連

合

会

青

年

部

会

連

絡

協

議

会

（

北

﨑

裕

幸

会

長

）

は

９

月

８

日

、

「

令

和

８

年

度

租

税

教

育

活

動

プ

レ

ゼ

ン

テ

ー

シ

ョ

ン

予

選

大

会

㏌

串

木

野

日

置

」

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

今

回

、

伊

集

院

税

務

署

（

片

平

英

重

署

長

）

管

内

の

日

置

市

で

開

催

さ

れ

、

地

元

法

人

会

で

あ

る

公

益

社

団

法

人

串

木

野

日

置

法

人

会

青

年

部

会

（

久

保

匡

志

部

会

長

）

を

は

じ

め

県

下

の

�

法

人

会

が

参

加

し

、

各

会

が

工

夫

を

凝

ら

し

た

発

表

を

行

っ

た

。

　

各

会

は

限

ら

れ

た

時

間

の

中

で

、

日

頃

取

り

組

ん

で

い

る

租

税

教

育

活

動

に

つ

い

て

、

そ

れ

ぞ

れ

の

ア

イ

デ

ア

や

活

動

内

容

を

分

か

り

や

す

く

伝

え

る

工

夫

を

重

ね

て

き

た

。

　

発

表

で

は

、

映

像

も

効

果

的

に

活

用

し

た

こ

と

で

、

各

会

の

特

色

や

取

組

内

容

が

よ

り

具

体

的

に

紹

介

さ

れ

、

参

加

者

に

ダ

イ

レ

ク

ト

に

伝

わ

っ

た

。

会

場

は

終

始

活

気

に

包

ま

れ

、

審

査

の

結

果

、

鹿

児

島

法

人

会

、

鹿

屋

肝

属

法

人

会

、

奄

美

大

島

法

人

会

、

指

宿

法

人

会

、

曽

於

法

人

会

の

５

法

人

会

が

県

連

大

会

へ

の

出

場

を

決

め

た

。

　

今

回

の

大

会

を

通

じ

て

、

参

加

者

同

士

の

交

流

や

学

び

が

深

ま

り

、

今

後

の

活

動

に

つ

な

が

る

有

意

義

な

機

会

と

な

っ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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